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平成 23 年２月 21 日 

各  位 

会 社 名  ユシロ化学工業株式会社  

代表者名  代表取締役社長 大胡 栄一 

（コード番号 5013    東証第１部）  

問合せ先  常務取締役財務部長 百束 立春 

（TEL. 03－3750－6793） 

 

 

自己株式の処分及び株式売出しに関するお知らせ 
 

 平成 23 年２月 21 日開催の当社取締役会において、自己株式の処分及び当社株式の売出しに関し、下

記のとおり決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

【本資金調達の目的】 

当社は、昭和19年の設立以来、独自のケミカル技術とブレンド技術を駆使し、社名の由来となっ

ている油（ユ）・脂（シ）・蝋（ロ）を主原料とする各種加工油剤を日本の産業をリードする主要

業界に提供してまいりました。戦後いち早く復興した繊維産業への経糸糊付用油剤に始まり、それ

に続き造船業界、鉄鋼業界、電機業界等へ各種油剤を提供、とりわけ自動車業界への金属加工油剤

が当社の主力製品となり、当該分野ではわが国におけるリーディング・カンパニーとしての地位を

確立しております。さらにビルメンテナンス業界に向けたケミカル製品も安定的な売上で当社業績

に貢献しております。また、近年急成長を続ける太陽電池業界向けのシリコン切断油剤は比較的新

しい製品ではありますが、当社の主力製品として急速に育ちつつあります。 

近年の世界経済のグローバル化の動きは当社の顧客にも押し寄せており、必然的に当社もグロー

バル化は避けて通れない状況に置かれております。現在、当社は海外８カ国に事業展開しておりま

すが、今後の当社の更なる発展を考えますと、一段のグローバル化が求められると考えます。 

   このような観点から、当社は、本年をグローバル新創業元年と位置づけ、本年４月から開始する

新中期経営計画を策定しました。この狙いは、「研究開発力の強化」「海外拠点の増強」「顧客サ

ービス力の強化」の３点に絞られます。具体的には、先ず、「進歩は常に需要とともに」という創

業以来の社是に基づき、研究開発を顧客により近いところで行うため、名古屋支店内に製品開発拠

点を設置する計画です。また、グローバル化を一段と進めるべく、本年中に中国３番目の拠点とし

て広州に新工場の操業をスタートさせることとなっている他、インドネシアにも本年中に、インド

にも来年中に、それぞれ新工場を稼動させる計画です。さらに、情報管理の基幹システムにつきま

しても、来年中に全面的に更新し、顧客サービスと内部管理の一層の向上に繋げたいと考えており

ます。 

今回の資金調達は、このような当社の長期的な発展のために必要不可欠な戦略を実行するための

資金需要に対応するものであり、当社の企業価値の向上に資するものと考えております。 
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記 

 

１．公募による自己株式の処分（一般募集） 

(１) 募 集 株 式 の 

種 類 及 び 数 

 当社普通株式 1,000,000 株 

(２) 払 込 金 額 の 

決 定 方 法 

 日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規

定される方式により、平成 23 年３月２日(水)から平成 23 年３月７日

(月)までの間のいずれかの日（以下「処分価格等決定日」という。）

に決定する。 

(３) 募 集 方 法  一般募集とし、野村證券株式会社を主幹事会社とする引受団（以下「引

受人」と総称する。）に全株式を買取引受けさせる。なお、一般募集に

おける処分価格（募集価格）は、日本証券業協会の定める有価証券の引

受け等に関する規則第 25 条に規定される方式により、処分価格等決定

日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値

（当日に終値のない場合は、その日に先立つ直近日の終値）に0.90～1.00

を乗じた価格（１円未満端数切捨て）を仮条件として、需要状況を勘案

した上で決定する。 

(４) 引 受 人 の 対 価  引受手数料は支払わず、これに代わるものとして一般募集における処

分価格（募集価格）と引受人より当社に払込まれる金額である払込金

額との差額の総額を引受人の手取金とする。 

(５) 申 込 期 間  処分価格等決定日の翌営業日から処分価格等決定日の２営業日後の日

まで。 

(６) 払 込 期 日  平成 23 年３月９日(水)から平成 23 年３月 14(月)までの間のいずれか

の日。ただし、処分価格等決定日の５営業日後の日とする。 

(７) 申 込 株 数 単 位  100 株 

(８) 払込金額、その他本公募による自己株式の処分に必要な一切の事項の決定については、代表取

締役社長 大胡栄一に一任する。 

(９) 上記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

 

２．株式売出し（オーバーアロットメントによる売出し）（後記＜ご参考＞１．を参照のこと。） 

(１) 売 出 株 式 の 

種 類 及 び 数 

 当社普通株式 150,000 株 

なお、株式数は上限を示したものである。需要状況により減少し、又

は本売出しそのものが全く行われない場合がある。売出株式数は、需

要状況を勘案した上で、処分価格等決定日に決定される。 

(２) 売 出 人  野村證券株式会社 

(３) 売 出 価 格  未定（処分価格等決定日に決定する。なお、売出価格は一般募集にお

ける処分価格（募集価格）と同一とする。） 

(４) 売 出 方 法  一般募集の需要状況を勘案した上で、野村證券株式会社が当社株主か

ら 150,000 株を上限として借入れる当社普通株式の売出しを行う。 

(５) 申 込 期 間  一般募集における申込期間と同一とする。 

(６) 受 渡 期 日  一般募集における払込期日の翌営業日とする。 

(７) 申 込 株 数 単 位  100 株 

(８) 売出価格、その他本売出しに必要な一切の事項の決定については、代表取締役社長 大胡栄一

に一任する。 

(９) 上記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 
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３．第三者割当による自己株式の処分（後記＜ご参考＞１．を参照のこと。） 

(１) 募 集 株 式 の 

種 類 及 び 数 

 当社普通株式 150,000 株 

(２) 払 込 金 額 の 

決 定 方 法 

 処分価格等決定日に決定する。なお、払込金額は一般募集における払

込金額と同一とする。 

(３) 割 当 先  野村證券株式会社 

(４) 申込期間(申込期日)  平成 23 年３月 22 日(火)  

(５) 払 込 期 日  平成 23 年３月 23 日(水) 

(６) 申 込 株 数 単 位  100 株 

(７) 上記(４)に記載の申込期間（申込期日）までに申込みのない株式については、募集を打切るも

のとする。 

(８) 払込金額、その他本第三者割当による自己株式の処分に必要な一切の事項の決定については、

代表取締役社長 大胡栄一に一任する。 

(９) 上記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

 

＜ご参考＞ 

１．オーバーアロットメントによる売出し等について 

 前記「２．株式売出し（オーバーアロットメントによる売出し）」に記載のオーバーアロットメ

ントによる売出しは、前記「１．公募による自己株式の処分（一般募集）」に記載の一般募集にあ

たり、その需要状況を勘案した上で、一般募集の主幹事会社である野村證券株式会社が当社株主か

ら 150,000 株を上限として借入れる当社普通株式の売出しであります。オーバーアロットメントに

よる売出しの売出株式数は、150,000 株を予定しておりますが、当該売出株式数は上限の売出株式

数であり、需要状況により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出しそのものが全く行わ

れない場合があります。 

 なお、オーバーアロットメントによる売出しに関連して、野村證券株式会社が上記当社株主から

借入れた株式（以下「借入れ株式」という。）の返却に必要な株式を取得させるために、当社は平

成 23 年２月 21 日(月)開催の取締役会において、野村證券株式会社を割当先とする当社普通株式

150,000 株の自己株式の処分（以下「本件第三者割当」という。）を、平成 23 年３月 23 日(水)を

払込期日として行うことを決議しております。 

 また、野村證券株式会社は、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期間の終

了する日の翌日から平成 23 年３月 15 日(火)までの間（以下「シンジケートカバー取引期間」とい

う。）、借入れ株式の返却を目的として、株式会社東京証券取引所においてオーバーアロットメン

トによる売出しに係る株式数を上限とする当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカバー取

引」という。）を行う場合があります。野村證券株式会社がシンジケートカバー取引により取得し

た全ての当社普通株式は、借入れ株式の返却に充当されます。なお、シンジケートカバー取引期間

内において、野村證券株式会社の判断でシンジケートカバー取引を全く行わず、又はオーバーアロ

ットメントによる売出しに係る株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる

場合があります。 

 更に、野村證券株式会社は、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しに伴って安定操

作取引を行うことがあり、かかる安定操作取引により取得した当社普通株式の全部又は一部を借入

れ株式の返却に充当することがあります。 

 オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数から、安定操作取引及びシンジケートカバー

取引によって取得し借入れ株式の返却に充当する株式数を減じた株式数（以下「取得予定株式数」

という。）について、野村證券株式会社は本件第三者割当に係る割当てに応じ、当社普通株式を取

得する予定であります。そのため本件第三者割当における処分株式数の全部又は一部につき申込み

が行われず、その結果、失権により本件第三者割当における最終的な処分株式数がその限度で減少 
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し、又は処分そのものが全く行われない場合があります。 

野村證券株式会社が本件第三者割当に係る割当てに応じる場合には、野村證券株式会社はオーバ

ーアロットメントによる売出しにより得た資金をもとに取得予定株式数に対する払込みを行いま

す。 

 

２．今回の一般募集及び本件第三者割当による自己株式数の推移 

現在の自己株式数 2,387,731 株 （平成 23 年１月 31 日現在）

一般募集による処分株式数 1,000,000 株  

一般募集後の自己株式数 1,387,731 株  

本件第三者割当による処分株式数 150,000 株 （注） 

本件第三者割当後の自己株式数 1,237,731 株 （注） 

（注）前記「３．第三者割当による自己株式の処分」の募集株式数（処分株式数）の全株に対し野村

證券株式会社から申込みがあり、処分が行われた場合の数字です。 

 

３．調達資金の使途 

(１) 今回の調達資金の使途 

 

一般募集及び本件第三者割当に係る手取概算額合計上限 1,476,525,000 円については、

550,000,000 円を子会社への投資資金に、残額を当社の設備投資資金に充当する予定でありま

す。 

投資資金については、150,000,000 円を平成 23 年４月までに中国子会社（広州尤希路油剤有

限公司）への投資を通じて当該子会社の金属加工油剤製造工場の建設資金の一部に充当し、ま

た、400,000,000 円を平成 24 年３月までにインド子会社（ユシロ（インディア）㈱）への投資

を通じて当該子会社の金属加工油剤製造工場の建設資金に充当する予定であります。 

設備投資資金については、300,000,000 円を平成 23 年 10 月までに名古屋支店内に設置する技

術研究所分室建設資金に、250,000,000 円を平成 24 年９月までに、顧客情報の一元管理及び製

品のライフサイクルと関連情報の一元管理を行うソフトウェア購入資金の一部に充当するほ

か、生産能力を維持するための平成 24 年３月期及び平成 25 年３月期における既存生産設備の

改修等に充当する予定であります。 

なお、技術研究所分室の建設は、金属加工油剤の研究開発を行うとともに、営業部門・技術

部門が連携し迅速な顧客サービスを実現することも企図しております。また、一元管理ソフト

ウェアについては、その導入により販売生産管理の強化と経営の効率化を図ることを目的とし

ております。 

なお、設備計画の内容については、平成 23 年２月 21 日現在、次のとおりとなっております。
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投資予定金額 着手及び完了予定年月 
会社名 

事業所名 所在地 セグメント 
の名称 設備の内容

総額 
(百万円)

既支払額

(百万円)

資金調 
達方法 

着手 完了 
完成後の

増加能力

ユシロ化学

工業㈱ 
名古屋支店 

名古屋 

市緑区 日本 研究所施

設設備 300 －
自己株式 

処分資金 
平成23年４月 平成23年10月 － 

ユシロ化学

工業㈱ 
本社 

東京都 
大田区 日本 ソフトウ

ェア 300 －

自己株式 

処分資金、

自己資金 

平成23年８月 平成24年９月 － 

広州尤希路

油剤有限公

司 

中国 
広州南沙

開発区 

中国 
金属加工

油剤製造

設備 
560

(注)２

37

(注)２

自己資金、

増資資金 

(注)３ 

平成22年８月 平成23年４月
年間5,000

トン 

ユシロ（イ

ンディア）

㈱ 

インド国

ハリヤナ

州グルガ

オン 

東南アジア 
／インド 

金属加工

油剤製造

設備 
400 － 増資資金 平成23年10月 平成24年３月

年間4,000

トン 

PT. ユ シ ロ 

インドネシ

ア 

インドネ

シア国 

西ジャワ

州 

東南アジア 
／インド 

金属加工

油剤製造

設備 
333

(注)２
－ 自己資金 平成23年１月 平成23年７月

年間4,000

トン 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 投資予定金額について、広州尤希路油剤有限公司の既支払額は、平成23年１月31日現在の金額であ

り、広州尤希路油剤有限公司の総額、既支払額及びPT．ユシロインドネシアの総額は、平成23年１

月31日時点の為替レートで算出しております。 

３ 広州尤希路油剤有限公司の増資資金は、当社及び合弁会社からの投資資金であります。 

４ 重要な設備の新設等には該当しませんが、上記のほか、平成24年３月期及び平成25年３月期に既存

生産設備の改修等への投資426,000,000円を予定しております。 

(２) 前回調達資金の使途の変更 

 該当事項はありません。 

(３) 業績に与える影響 

 

今回の調達資金は、当社グループの中長期的な成長を実現するための経営基盤強化並びに業

績の向上に資するものと考えております。 

  

４．株主への利益配分等 

(１) 利益配分に関する基本方針 

 当社は、株主還元策を重要施策と位置づけており、配当による株主還元と、持続的成長のた

めの投資をバランスよく実施することを基本方針としております。 

(２) 配当決定にあたっての考え方 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、こ

れらの剰余金の配当の決定機関は、取締役会であります。 

(３) 内部留保資金の使途 

 財務体質の強化を図りながら、将来の事業活動のための設備投資や研究開発投資に充当して

まいります。 

 

 

 



ご注意:この文書は、当社の自己株式の処分及び株式売出しに関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的とし
て作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず当社が作成する自己株式処分並びに株式売出届出目論見書及び訂
正事項分（作成された場合）をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断でなさるようお願いいたします。 
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(４) 過去３決算期間の配当状況等 

 平成 20 年３月期 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

１株当たり連結当期純利益 127.56 円 22.57 円 35.31 円 

１株当たり年間配当金 

（内１株当たり中間配当金） 

47.00 円 

(20.00 円) 

20.00 円 

(15.00 円) 

12.00 円 

(5.00 円) 

実績連結配当性向 36.8％ 88.6％ 34.0％ 

自己資本連結当期純利益率 8.7％ 1.7％ 2.7％ 

連結純資産配当率 3.2％ 1.5％ 0.9％  
（注）１．実績連結配当性向は、１株当たり年間配当金を１株当たり連結当期純利益で除した数

値であります。 
２．自己資本連結当期純利益率は、連結当期純利益を自己資本（純資産合計から少数株主

持分を控除した額で期首と期末の平均）で除した数値であります。 
３．連結純資産配当率は、１株当たりの年間配当金総額を１株当たり連結純資産（期首と

期末の平均）で除した数値であります。 

 

５．その他 

(１) 配分先の指定 

 該当事項はありません。 

(２) 潜在株式による希薄化情報 

 該当事項はありません。 

(３) 過去のエクイティ・ファイナンスの状況等 

 ①過去３年間に行われたエクイティ･ファイナンスの状況 

 該当事項はありません。 

 

②過去３決算期間及び直前の株価等の推移 

 平成 20 年３月期 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 平成 23 年３月期

始 値 2,510 円 1,715 円 920 円 1,177 円 

高 値 2,510 円 1,950 円 1,624 円 1,425 円 

安 値 1,501 円 750 円 780 円 940 円 

終 値 1,715 円 950 円 1,178 円 1,406 円 

株価収益率 13.4 倍 42.1 倍 33.4 倍 － 

（注）１．平成 23 年３月期の株価については、平成 23 年２月 18 日(金)現在で表示しています。

２．株価収益率は決算期末の株価（終値）を当該決算期の１株当たり連結当期純利益で除し

た数値です。 

 

③過去５年間に行われた第三者割当増資等における割当先の保有方針の変更等 

該当事項はありません。 

(４) ロックアップについて 

 

一般募集に関連して、当社は野村證券株式会社に対し、発行価格等決定日に始まり、一般募

集の受渡期日から起算して 90 日目の日に終了する期間（以下「ロックアップ期間」という。）

中、野村證券株式会社の事前の書面による同意なしには、当社株式の発行、当社株式に転換も

しくは交換される有価証券の発行又は当社株式を取得もしくは受領する権利を付与された有価

証券の発行等（ただし、一般募集、本件第三者割当及び株式分割による新株式発行等を除く。）

を行わない旨合意しております。 

 上記の場合において、野村證券株式会社はロックアップ期間中であってもその裁量で当該合

意の内容を一部もしくは全部につき解除できる権限を有しております。 

以  上 


